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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、記
載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３ 持分法を適用した場合の投資利益については、子会社及び関連会社がないため記載しておりません。 
４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益につきましては、上記各期において、希薄化効果を有している潜在株式がな
いため記載しておりません。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第51期中 第52期中 第53期中 第51期 第52期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 6,167,699 5,672,448 6,127,500 13,186,699 12,149,976

経常利益 (千円) 268,766 52,541 174,991 776,436 280,739

中間(当期)純利益 (千円) 140,605 54,721 184,032 409,910 193,018

持分法を適用した場合の
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 970,400 970,400 970,400 970,400 970,400

発行済株式総数 (株) 6,278,400 6,278,400 6,278,400 6,278,400 6,278,400

純資産額 (千円) 4,634,487 4,801,202 4,908,447 4,928,709 4,794,500

総資産額 (千円) 8,094,749 7,938,969 7,754,938 8,283,755 7,823,194

１株当たり純資産額 (円) 744.03 772.29 814.60 789.08 795.68

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 22.55 8.80 30.54 62.12 31.41

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 23.00 23.00

自己資本比率 (％) 57.3 60.5 63.3 59.5 61.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 371,167 122,427 △ 252,315 710,159 166,267

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △72,907 11,519 △   5,466 △109,196 △26,217

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △193,599 △154,975 △ 133,685 △201,191 △321,655

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 2,314,558 2,588,639 2,036,595 2,609,668 2,428,062

従業員数 (名) 1,012 1,031 1,040 981 999



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在の従業員数(就業人数)は1,040名であり、事業部門別の内訳は、システム開発事業部門968

名、システム製品販売等事業部門８名、共通部門64名であります。 

なお、従業員数が前事業年度末に比べて41名増加しておりますが、当期首における定期採用及び期中採用による

ものであります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、社員の親睦団体である「TDC友の会」を中心に労使のコミュニケーションを

図っており、労使関係は良好であります。 

  



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期におけるわが国経済は、欧米・アジア各国が景気拡大を続ける中で、企業収益の改善や設備投資の増

加、輸出の持ち直し等、緩やかな回復傾向にあります。 

一方、情報サービス産業におきましては、顧客企業における情報化関連投資はやや改善傾向にあるとはいえ、

同業者間での受注競争や中国などへのオフショア開発の拡大等、依然として厳しい受注環境下にあります。 

このような状況の中で当社は、当社の優位性だけではなく他社の優位性も融合した取組みが必要であるとの考

えのもと、幅広い分野でのアライアンス強化を積極的に推進しており、オフショア開発のメリットを最大限に生

かした事業構築に向けて、平成17年9月にオフショア開発のマネージメント会社の共同出資に参画するととも

に、ビジネス領域の拡大を目指し、株式会社システムイオに出資しました。また、「受注強化」と「ソフトウェ

アエンジニアリング強化」を経営の最重要課題として位置付け、「受注強化」につきましては、重要商談を全社

横断的にフォローする体制の強化、提案内容や商談進捗状況の把握強化に努めました。「ソフトウェアエンジニ

アリング強化」につきましては、ＥＶＭ（Earned  Value  Management）、ＳＰＩ（Software  Process 

Improvement）等の取組みや、ＰＭＯ（Project Management Office）によるプロジェクトマネジメント力や品質

管理の強化を図っております。 

この結果、当中間期における売上高は 6,127百万円（前中間期比 8.0％増）、経常利益は 174百万円（前中間

期比 233.1％増）となりました。また、平成17年4月の退職給付制度の移行に伴い、特別利益として退職給付制

度移行利益 141百万円を計上し、当中間純利益は 184百万円（前中間期比 236.3％増）となりました。 

  

  (注) １ 当社の消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）に係る会計処理は、税抜方式によっているため、「第２

事業の状況」に記載した金額には消費税等は含まれておりません。 

２ ＥＶＭ（Earned Value Management） 

計画と実績、成果物の出来具合を、それぞれコスト（計画値、実績コスト、出来高）で定量的にとらえる手法であり

ます。計画の進捗に関する指標をコストという共通の尺度でとらえることができ、計画完了時のコストや完了期間を

予測することが可能になります。 

３ ＳＰＩ（Software Process Improvement） 

無形であるソフトウェアの品質を改善するため、組織における品質、コスト、納期のレベルアップを目的に、ソフト

開発における問題点や組織における強みや弱みを見つけ、企業の総合的な体質改善をはかり、作業プロセスの改善を

繰り返し行っていく取組みであります。 

４ ＰＭＯ（Project Management Office） 

プロジェクトマネージャーの業務を支援するために設置される組織のことであります。複数のプロジェクトの進捗状

況や品質を管理し、適切に問題解決を行うことを目的としております。 

  

事業別の概況は次のとおりであります。 

  

① システム開発 

（金融システム関連分野） 

システム投資に停滞感が見られておりました保険分野や銀行分野においては、オープンシステムへの移行

等、商談の活発化が見え始めてきております。また、クレジット分野においては、堅調なシステム化投資が続

いております。 

このような状況の中、金融システム関連分野全体では売上高は前中間期並みとなりましたが、提案型営業の

積極的な推進、新規分野の進出による受注の確保・拡大に努め、受注高は前中間期を上回りました。 

（社会情報システム関連分野） 

公共分野においては既存分野での受注拡大や医療福祉分野などの新規分野の受注に成功したことにより、受

注高、売上高とも前中間期を上回りました。産業分野においては、前期に引き続き案件の小規模化やコストダ

ウン要請が発生しており、売上高は前中間期を下回りましたが、開発と営業が一体となった受注活動の推進等

により、受注高は前中間期を上回りました。 



これらにより、社会情報システム関連分野全体では受注高・売上高とも前中間期を上回りました。 

（先端技術関連分野） 

基盤技術分野において技術力を生かした受注活動や商品化の推進により新規顧客の獲得に努め、売上高は前

中間期を上回りましたが、既存顧客からの商談数の減少等により受注高は前中間期を下回りました。また、ソ

リューション分野ではＢＩ（Business Intelligence）ツール等ソリューションメニューの拡充を図り新規顧

客開拓に注力しており、受注高、売上高とも前中間期を上回りました。 

これらにより、先端技術関連分野全体では受注高は前中間期を下回りましたが、売上高は前中間期を上回り

ました。 

この結果、システム開発における当中間期の受注高は4,806百万円（前中間期比 10.4％増）、売上高は 

6,023百万円（前中間期比 7.9％増）となりました。 

  
  
② システム製品販売等 

モバイルを活用したビジネスは急速に拡大しており、ビジネスモデルの可能性・発展性は非常に大きいもの

と認識しております。当社では、モバイルビジネスモデルの構築に注力しており、Ｗｅｂシステムとの連携や

他社製品との連携、他社と共同研究を行うなど積極的な活動を推進しております。 

この結果、システム製品販売等における当中間期の受注高は97百万円（前中間期比 115.6％増）、売上高は 

104百万円（前中間期比 15.0％増）となりました。 

  

    (注)  ＢＩ（Business Intelligence） 

エンドユーザーによる自由なデータ分析を実現するためのインフラストラクチャとアプリケーションの総称」として

1989年にIT全般に関する調査・分析を行っているガートナーが提唱した概念であります。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期末の現金及び現金同等物の残高は、前期末と比較して 391百万円減少し、2,036百万円となりました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間期の税引前中間純利益は 316百万円（前中間期比 159.1％増）となりました。また、平成17年4月に退職

給付制度の改定等に伴う退職給付引当金の減少 833百万円及び未払金の増加 528百万円に加え、当下期の売上に対

応するたな卸資産の増加 332百万円がありました。これらの結果、営業活動によるキャッシュ・フローは △252百

万円（前中間期 122百万円）となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資有価証券の売却による収入 13百万円、利息及び配当金の受取 7百万円がありましたが、アライアンス関係

強化のための投資有価証券の取得等による支出 13百万円、全社ファイルサーバーの強化等をはじめとする有形・

無形固定資産の取得による支出 12百万円等があり、投資活動によるキャッシュ・フローは △5百万円（前中間期 

11百万円）となりました。 

  



(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

配当金の支払い 138百万円の支出があったこと等により、財務活動によるキャッシュ・フローは △133百万円

（前中間期 △154百万円）となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 (注) 金額は、製造原価によっております。 

  

(2) 受注実績 

当中間会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 (注) 金額は、販売価格で記載しております。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 (注) 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

 (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門 生産高(千円) 前年同期比(％) 

システム開発 4,867,497 +5.1

システム製品販売等 87,695 +48.3

合計 4,955,193 +5.6

事業部門 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

システム開発 4,806,445 10.4 6,184,608 +19.9

システム製品販売等 97,492 115.6 27,257 +70.4

合計 4,903,937 11.5 6,211,866 +20.1

事業部門 金額(千円) 前年同期比(％) 

システム開発 6,023,443 +7.9

システム製品販売等 104,056 +15.0

合計 6,127,500 +8.0

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 933,640 16.5 1,133,593 18.5

富士通㈱ 794,137 14.0 700,390 11.4

㈱エヌ・ティ・ティ・データ・フロンティア 424,851 7.5 628,516 10.3



３ 【対処すべき課題】 

近年、社会経済全体がＩＴの活用や利用拡大に向けた活発な動きを見せており、情報サービス産業はユビキ

タスネットワーク社会に対応した新たなＩＴサービスの構築など、ビジネスモデルの転換が必要となってきて

おります。 

このような環境の中で当社は、主軸であるシステム開発事業の拡大とともに顧客満足度の高いビジネスの創

出に努めていくことが重要であると認識しております。 

当社が対処すべき課題は次のとおりです。 

① 顧客ニーズを的確に捉えるとともに当社の強みを生かした提案活動の実施 

② 徹底した生産性や品質向上追求 

③ 新規ビジネスへの積極的な投資や事業の高付加価値化の推進 

④ 主体的なビジネス展開に必要な専門性とマネジメント力を兼ね備えた人材の育成 

⑤ 環境の変化にスピーディに対応できる経営体制作りやコンプライアンスの徹底によるリスクマネジメン

トの確立 

また、ビジネスの領域拡大や新規事業分野への進出は喫緊の課題であると認識しております。この課題に対

しては、当社の優位性だけではなく他社の優位性も融合した取組みが必要であり、幅広い分野でのアライアン

スを積極的に推進しております。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は、情報技術の高度化やその適用・利用分野の拡大等を目指し、新技術の研究開発・調査や新市場・新分野

を開拓するための実験・実用化研究を、先端技術ビジネス本部を中心に推進しております。 

また、長年にわたる情報・ネットワーク分野における技術力を背景として、今後ともお客様のニーズに積極的に

応えるため、必要に応じて研究開発費等の技術投資を行う方針であります。 

主な研究課題は次のとおりであります。 

① ＡＳＰサービス 

② ネットワークサービス 

③ ＥＲＰパッケージ 

④ モバイルサービス 

研究成果としては、新技術の適用による顧客への情報化提案や受注案件に対する適用等により実現する他、すで

に提供しております移動体位置情報サービス「Vehicle Chaser」、カメラ付き携帯電話を利用した情報管理サービ

ス「Handy Trust」等のＡＳＰサービスに加え、これらをベースとしたサービスの多様化を図っております。な

お、平成17年４月には、オープンプラットホーム環境ファイル編集・加工ツール「ADAPT（アダプト）」を発売い

たしました。 

当中間期におけるシステム開発事業とシステム製品販売等事業に共通する研究開発費の金額は、28,853千円であ

ります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減じる。」旨定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 提出日現在の発行数には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までのストックオプション制度の新株予約権の権利

行使により発行された株式数は、含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 6,278,400 6,278,400
東京証券取引所
市場第一部 

― 

計 6,278,400 6,278,400 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 
  

  

  

株主総会の特別決議日(平成14年６月27日)

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 959 (注)２ 959 (注)２ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 95,900 95,900 

新株予約権の行使時の払込金額(円)
1,996
(注)３ 

同左 

新株予約権の行使期間 
  平成15年６月28日～
  平成18年６月27日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

  発行価格  1,996
  資本組入額  998 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
（以下「新株予約権者」とい
う。）は、権利行使時において
も当社の取締役または従業員で
あることを要する。ただし、新
株予約権者が当社監査役に選任
され、または子会社・関連会社
の取締役、監査役もしくは従業
員に選任・採用された場合、当
該新株予約権者は、その在任・
在職中に限り、自己に発行され
た新株予約権を行使することが
できる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の質入れ、相続その
他一切の処分は認めない。な
お、新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。 

同左 

株主総会の特別決議日(平成15年６月27日)

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 961 (注)２ 961 (注)２ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 96,100 96,100 

新株予約権の行使時の払込金額(円)
1,209
(注)３ 

同左 

新株予約権の行使期間 
  平成16年６月28日～
  平成19年６月27日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

  発行価格  1,209
  資本組入額  605 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
（以下「新株予約権者」とい
う。）は、権利行使時において
も当社の取締役または従業員で
あることを要する。ただし、新
株予約権者が当社監査役に選任
され、または子会社・関連会社
の取締役、監査役もしくは従業
員に選任・採用された場合、当
該新株予約権者は、その在任・
在職中に限り、自己に発行され
た新株予約権を行使することが
できる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の質入れ、相続その
他一切の処分は認めない。な
お、新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。 

同左 



  

  

（注）１ 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権であります。 

  ２ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

３ 新株予約権発行日以降、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合(時価発行として行う公募増

資、新株予約権ならびに新株引受権の行使に伴う株式の発行を除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。 

株主総会の特別決議日(平成16年６月29日)

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 980 (注)２ 980 (注)２ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 98,000 98,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円)
1,064
(注)３ 

同左 

新株予約権の行使期間 
  平成17年６月30日～
  平成20年６月29日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

  発行価格  1,064
  資本組入額  532 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
（以下「新株予約権者」とい
う。）は、権利行使時において
も当社の取締役または従業員で
あることを要する。ただし、新
株予約権者が当社監査役に選任
され、または子会社・関連会社
の取締役、監査役もしくは従業
員に選任・採用された場合、当
該新株予約権者は、その在任・
在職中に限り、自己に発行され
た新株予約権を行使することが
できる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の質入れ、相続その
他一切の処分は認めない。な
お、新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。 

同左 

株主総会の特別決議日(平成17年６月29日)

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 992 (注)２ 992 (注)２ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 99,200 99,200 

新株予約権の行使時の払込金額(円)
1,008
(注)３ 

同左 

新株予約権の行使期間 
  平成18年６月30日～
  平成21年６月29日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

  発行価格  1,008
  資本組入額  504 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
（以下「新株予約権者」とい
う。）は、権利行使時において
も当社の取締役または従業員で
あることを要する。ただし、新
株予約権者が当社監査役に選任
され、または子会社・関連会社
の取締役、監査役もしくは従業
員に選任・採用された場合、当
該新株予約権者は、その在任・
在職中に限り、自己に発行され
た新株予約権を行使することが
できる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の質入れ、相続その
他一切の処分は認めない。な
お、新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。 

同左 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

×
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数



上記の算式において「既発行株式数」とは、当社発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自

己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の時価」を「処分前の

時価」に読み替えるものとする。 

また、新株予約権発行日以降、株式の分割または併合が行われる場合、行使価額は分割または併合の比率に応じ比例的

に調整されるものとし、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 

４ 新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失

した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。 

  



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

（注）当社は自己株式252,780株を所有しておりますが、上記の大株主からは除いております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 6,278,400 ― 970,400 ― 242,600

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

有限会社野﨑事務所 東京都杉並区永福２丁目９―17 766 12.20

有限会社エンジェル二十一 東京都杉並区永福２丁目９―17 311 4.96

野 崎   聡 東京都杉並区永福２丁目９―17 290 4.62

藤 井 吉 文 千葉県船橋市本郷町500―１ ３棟604号 267 4.25

TDC社員持株会 東京都渋谷区千駄ヶ谷５丁目33―６ 251 4.01

株式会社みずほ銀行 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区内幸町１丁目１―５
(東京都中央区晴海１丁目８―12 晴海
アイランドトリトンスクェアZ棟) 

192 3.06

野 崎   哲 東京都世田谷区奥沢１丁目31―13 175 2.79

野村信託銀行株式会社（投信
口） 

東京都千代田区大手町２丁目２―２ 139 2.22

水 谷 眞 一 神奈川県中郡大磯町東小磯453―６―302 117 1.86

松 井 秀 夫 
千葉県千葉市美浜区真砂２丁目２―１―
908 

110 1.77

計 ― 2,621 41.75



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれており、当該株式に係る議決権５個を

議決権の数から控除しております。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式80株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  252,700 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  5,976,400 59,759 ― 

単元未満株式 普通株式   49,300 ― 一単元(100株)未満株式 

発行済株式総数 6,278,400 ― ― 

総株主の議決権 ― 59,759 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
ティーディーシーソフト 
ウェアエンジニアリング 
株式会社 

東京都渋谷区千駄ヶ谷 
五丁目33番６号 

252,700 ― 252,700 4.0

計 ― 252,700 ― 252,700 4.0



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありませんが、役職の異動は次の

とおりであります。 

役職の異動 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 919 889 944 1,030 1,027 1,020

最低(円) 830 840 852 931 928 946

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役執行役員 
（総務部、人事部担当） 

取締役
（総務部、人事部担当） 

田野中 勇二 平成17年10月１日

取締役執行役員 
（先端技術ビジネス本部長、
技術開発本部副本部長兼務大

阪営業所長兼務） 

取締役
（技術開発本部副本部長） 

浅利 春貴 平成17年10月１日

取締役執行役員 
（社会情報システム事業本部

長） 

取締役
（社会情報システム事業本部
長、先端技術ビジネス本部長

兼務） 

谷上 俊二 平成17年10月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより

中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

 １ 現金及び預金   2,289,007   1,936,657 2,428,062   

 ２ 売掛金   2,570,063   2,674,458 2,722,035   

 ３ 仕掛品   532,782   705,223 372,566   

 ４ 貯蔵品   2,917   2,365 2,603   

 ５ 繰延税金資産   ―   444,751 499,305   

 ６ その他   728,628   225,501 167,770   

   貸倒引当金   △1,773   △1,476 △1,880   

   流動資産合計     6,121,627 77.1 5,987,481 77.2   6,190,463 79.1

Ⅱ 固定資産           

 １ 有形固定資産 ※１ 91,735   99,497 83,129   

 ２ 無形固定資産   166,976   187,159 202,682   

 ３ 投資その他の資産           

  (1) 投資有価証券   456,803   703,744 478,821   

  (2) 繰延税金資産   503,256   175,737 268,693   

  (3) 差入保証金   578,755   583,685 578,733   

  (4) その他   19,815   17,632 20,669   

   投資その他の資産合計   1,558,630   1,480,799 1,346,918   

   固定資産合計     1,817,342 22.9 1,767,456 22.8   1,632,730 20.9

   資産合計     7,938,969 100.0 7,754,938 100.0   7,823,194 100.0

            



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債           

 １ 買掛金   645,229   707,082 705,137   

 ２ 短期借入金   281,000   292,000 281,000   

 ３ 未払金   60,008   289,496 82,260   

 ４ 未払費用   795,563   886,077 830,650   

 ５ 未払法人税等   101,122   49,481 13,654   

 ６ 受注損失引当金   ―   38,450 55,300   

 ７ その他   59,415   83,555 66,638   

   流動負債合計     1,942,339 24.4 2,346,143 30.3   2,034,642 26.0

Ⅱ 固定負債           

 １ 長期未払金   ―   339,585 ―   

 ２ 退職給付引当金   1,034,465   ― 833,089   

 ３ 役員退職慰労引当金   160,962   160,762 160,962   

   固定負債合計     1,195,427 15.1 500,348 6.4   994,052 12.7

   負債合計     3,137,767 39.5 2,846,491 36.7   3,028,694 38.7

            

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     970,400 12.2 970,400 12.5   970,400 12.4

Ⅱ 資本剰余金           

 １ 資本準備金   242,600   242,600 242,600   

 ２ その他資本剰余金   598,400   598,429 598,400   

   資本剰余金合計     841,000 10.6 841,029 10.9   841,000 10.8

Ⅲ 利益剰余金           

 １ 任意積立金   2,657,008   2,700,000 2,657,008   

 ２ 中間(当期)未処分利益   334,254   475,001 472,551   

   利益剰余金合計     2,991,262 37.7 3,175,001 40.9   3,129,559 40.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金     45,976 0.6 130,282 1.7   61,759 0.8

Ⅴ 自己株式     △47,436 △0.6 △208,266 △2.7   △208,219 △2.7

   資本合計     4,801,202 60.5 4,908,447 63.3   4,794,500 61.3

   負債資本合計     7,938,969 100.0 7,754,938 100.0   7,823,194 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

区分 
注記

番号 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円)

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     5,672,448 100.0 6,127,500 100.0   12,149,976 100.0

Ⅱ 売上原価     4,691,625 82.7 4,955,193 80.9   10,072,456 82.9

   売上総利益     980,822 17.3 1,172,306 19.1   2,077,520 17.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費     932,755 16.5 1,006,242 16.4   1,801,846 14.8

   営業利益     48,066 0.8 166,064 2.7   275,673 2.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   10,050 0.2 14,960 0.2   16,550 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   5,576 0.1 6,032 0.0   11,484 0.1

   経常利益     52,541 0.9 174,991 2.9   280,739 2.3

Ⅵ 特別利益 ※３   79,696 1.4 141,822 2.3   83,488 0.7

Ⅶ 特別損失 ※４ 
※５   9,958 0.1 ― -   10,148 0.1

税引前中間(当期)純利益     122,278 2.2 316,814 5.2   354,079 2.9

法人税、住民税 
及び事業税   86,470   32,282 151,622   

法人税等調整額   △18,913 67,557 1.2 100,499 132,782 2.2 9,439 161,061 1.3

中間(当期)純利益     54,721 1.0 184,032 3.0   193,018 1.6

前期繰越利益     279,533 290,969   279,533 

中間(当期)未処分利益     334,254 475,001   472,551 

            



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間(当期)純利益  122,278 316,814 354,079

２ 減価償却費  13,067 30,378 32,118

３ 受注損失引当金の増減額 
  （減少：△） 

 ― △16,850 55,300

４ 退職給付引当金の増減額 
  (減少：△) 

 115,826 △833,089 △85,549

５ 役員退職慰労引当金 
  の増減額(減少：△) 

 △3,164 △200 △3,164

６ 受取保険金  △70,873 ― △74,773

７ 受取利息及び受取配当金  △5,931 △7,641 △7,735

８ 支払利息  5,576 6,032 11,484

９ 売上債権の増減額 
  (増加：△) 

 606,559 47,577 454,586

10 たな卸資産の増減額 
  (増加：△) 

 △213,091 △332,419 △52,560

11 仕入債務の増減額 
  (減少：△) 

 △20,452 1,944 39,455

12 未払金の増減額 
  (減少：△) 

 ― 528,122 ―

13 未払費用の増減額 
  (減少：△) 

 △51,918 40,235 △137

14 未払消費税等の増減額 
  (減少：△) 

 △57,557 18,178 △53,757

15 役員賞与の支払額  △22,800 ― △22,800

16 その他  △45,200 △129,968 △1,239

小計  372,317 △330,885 645,307

17 法人税等の支払額  △249,890 △4,663 △479,039

18 法人税等の還付額  ― 83,234 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 122,427 △252,315 166,267

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の取得による 
支出 

 △14,023 △7,082 △16,818

２ 無形固定資産の取得による 
支出 

 △54,467 △5,440 △99,804

３ 投資有価証券の取得による 
支出 

 △59,774 △13,255 △59,960

４ 投資有価証券の売却による 
収入 

 16,332 13,537 24,095

５ 従業員に対する貸付け 
  による支出 

 △3,821 △1,202 △11,561

６ 従業員に対する貸付金 
  の回収による収入 

 3,881 5,287 8,710

７ 保険金の受取による収入  133,514 ― 137,414



  

  

    
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

８ 利息及び配当金の受取額  5,931 7,641 7,735

９ その他  △16,052 △4,951 △16,030

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 11,519 △5,466 △26,217

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の増減額(純額)  △6,000 11,000 △6,000

２ 自己株式の取得による支出  △420 △195 △161,203

３ 利息の支払額  △5,558 △6,077 △11,455

４ 配当金の支払額  △142,996 △138,590 △142,996

５ その他  ― 177 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △154,975 △133,685 △321,655

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 
  (減少：△) 

 △21,029 △391,467 △181,605

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 2,609,668 2,428,062 2,609,668

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 2,588,639 2,036,595 2,428,062

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及
び評価方法 

(1) 有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 
   中間決算末日の市場
価格等に基づく時価法
によっております。な
お、評価差額は全部資
本直入法により処理
し、売却原価は移動平
均法により算定してお
ります。 

  時価のないもの 
   移動平均法による原
価法によっておりま
す。 

(1) 有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 

同左 
  
  
  
  
  
  
  
  時価のないもの 

同左 

(1) 有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 
   決算末日の市場価格
等に基づく時価法によ
っております。なお、
評価差額は全部資本直
入法により処理し、売
却原価は移動平均法に
より算定しておりま
す。 

  時価のないもの 
同左 

  (2) たな卸資産 
 ① 仕掛品 
   個別法による原価法
によっております。 

(2) たな卸資産 
 ① 仕掛品 

同左 
  

(2) たな卸資産 
 ① 仕掛品 

同左 

   ② 貯蔵品 
   最終仕入原価法によ
っております。 

 ② 貯蔵品 
同左 

  

 ② 貯蔵品 
同左 

  

２ 固定資産の減価償
却の方法 

(1) 有形固定資産 
  定率法によっておりま
す。なお、耐用年数は建
物が３～65年、工具、器
具及び備品が３～20年で
あります。 

(1) 有形固定資産 
同左 

(1) 有形固定資産 
同左 

  (2) 無形固定資産 
  自社利用ソフトウェア
について、社内における
利用可能期間(５年)に基
づく定額法によっており
ます。 

(2) 無形固定資産 
同左 
  

(2) 無形固定資産 
同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
  債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等
特定の債権については
個々に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計
上しております。 

(1) 貸倒引当金 
同左 
  

(1) 貸倒引当金 
同左 

  ――――― (2) 受注損失引当金 
受注契約に係る将来の

損失に備えるため、当中
間会計期間末における受
注契約に係る損失見込額
を計上しております。 

(2) 受注損失引当金 
受注契約に係る将来の

損失に備えるため、当事
業年度末における受注契
約に係る損失見込額を計
上しております。なお、
これは受注契約時におい
て損失の発生が見込まれ
る受注取引が、当事業年
度に発生したことによる
ものであります。 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき、当中間会計期間末
において発生していると
認められる額を計上して
おります。 
  なお、数理計算上の差
異は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10年)に
よる定額法により、翌事
業年度から費用処理して
おります。 

(3) 退職給付引当金 
――――― 

  
（追加情報） 
当社は、確定拠出年金
法の施行に伴い、平成17
年4月に退職給付制度の
改定を実施し、退職一時
金制度及び適格退職年金
制度から退職金前払い制
度及び確定拠出年金制度
に移行し、「退職給付制
度間の移行等に関する会
計処理」（企業会計基準
適用指針第1号）を適用
しております。また、こ
れに伴い退職給付信託の
設定を解除しておりま
す。 
本移行に伴い、特別利
益として退職給付制度移
行利益141,418千円を計
上しております。 

(3) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき計上しております。 
  なお、数理計算上の差
異は、各事業年度の発生
時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定
の年数(10年)による定額
法により、それぞれ発生
の翌事業年度から費用処
理しております。 

  (3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退

職慰労金に関する内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。な

お、役員の報酬制度の見

直しを行った結果、平成

16年６月29日開催の定時

株主総会の日をもって、

役員退職慰労金制度を廃

止いたしました。これに

より、同日以降について

は引当金計上を行ってお

りません。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退

職慰労金に関する内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。な

お、役員の報酬制度の見

直しを行った結果、平成

16年６月29日開催の定時

株主総会の日をもって、

役員退職慰労金の積立を

停止しました。これによ

り、同日以降については

引当金計上を行っており

ません。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退

職慰労金に関する内規に

基づく期末要支給額を計

上しております。なお、

役員の報酬制度の見直し

を行った結果、平成16年

６月29日開催の定時株主

総会の日をもって、役員

退職慰労金の積立を停止

しました。これにより、

同日以降については引当

金計上を行っておりませ

ん。 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

  

同左 

  

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヵ月以内に

満期日又は償還日の到来す

る流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投

資からなっております。 

同左 

  

同左 

  



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

(1) 税効果会計について 

  中間会計期間に係る法

人税額等は、当期におい

て予定している利益処分

による租税特別措置法上

の準備金の取崩しを前提

として、当中間会計期間

に係る金額を計算してお

ります。 

――――― ――――― 

  (2) 消費税等の会計処理に

ついて 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。な

お、仮受消費税等と仮払

消費税等の中間期末残高

の相殺後の金額は、流動

負債の「その他」に含め

ております。 

(1) 消費税等の会計処理に

ついて 

同左 

  

(1) 消費税等の会計処理に

ついて 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

これにより税引前中間純利益が

8,064千円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。 

これにより税引前当期純利益が 

8,064千円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――――― （中間貸借対照表） 

流動資産における「繰延税金資産」は前中間会計期

間まで「その他」に含めて表示していましたが、当中

間会計期間末において資産の総額の100分の５を超えた

ため区分掲記しました。 

なお、前中間会計期間末の「その他」に含まれてい

る「繰延税金資産」は303,923千円であります。 

――――― （中間キャッシュ・フロー計算書） 

営業活動によるキャッシュ・フローの「未払金の増

減額」は、前中間会計期間まで「その他」に含めて表

示しておりましたが、当中間会計期間において金額的

重要性が増したため区分掲記しております。 

なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている

「未払金の増減額」は△30,546千円であります。 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― ――――― （事業税の外形標準課税制度） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成

15年3月31日に公布され、平成16年

4月1日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当事業年度から「法

人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年2月

13日 企業会計基準委員会 実務

対応報告第12号）に従い法人事業

税の付加価値割及び資本割につい

ては、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費

が32,245千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が同額

減少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

118,980千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

138,210千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

128,796千円 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要項目 
受取利息 1,156千円
受取配当金 4,775千円
保険配当金 2,177千円
受取手数料 1,469千円

※１ 営業外収益のうち主要項目
受取利息 2,529千円
受取配当金 5,112千円
保険配当金 697千円
受取手数料 1,531千円
投資有価証
券売却益 

4,813千円

※１ 営業外収益のうち主要項目 
受取利息 2,656千円
受取配当金 5,079千円
保険配当金 2,177千円
受取手数料 3,105千円
投資有価証
券売却益 

2,983千円

※２ 営業外費用のうち主要項目 
支払利息 5,576千円

※２ 営業外費用のうち主要項目
支払利息 6,032千円

※２ 営業外費用のうち主要項目 
支払利息 11,484千円

※３ 特別利益のうち主要項目 

投資有価証券
売却益 

7,673千円

受取保険金 70,873千円

※３ 特別利益のうち主要項目

退職給付制度
移行利益 

141,418千円

※３ 特別利益のうち主要項目 

投資有価証券
売却益 

7,673千円

受取保険金 74,773千円

※４ 特別損失のうち主要項目 
固定資産除却損 1,894千円
減損損失 8,064千円

――――― ※４ 特別損失のうち主要項目 
固定資産除却損 2,083千円
減損損失 8,064千円

※５ 減損損失 
当中間会計期間において、
当社は以下の資産について減
損損失8,064千円を計上してお
ります。 
  

  
当社は、稼動資産において
は、継続的に収支の把握を行っ
ている顧客分野、サービス分野
による管理会計上のカテゴリー
をグルーピングの単位とし、遊
休資産については、各資産をグ
ルーピングの単位としておりま
す。 
上記の資産は、遊休状態にあ
り将来の用途が定まっていない
ため、各々の帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少額
(8,064千円)を減損損失として
特別損失に計上しております。
その内訳は、土地6,500千円及
び電話加入権1,564千円であり
ます。 
なお、回収可能価額は正味売
却価額により測定しており、取
引事例価額等を基礎として評価
しております。 

用途 種類 場所 

遊休 
土地 東京都北区

電話加入権 
15回線 

― 

――――― ※５ 減損損失
当事業年度において、当社
は以下の資産について減損損
失8,064千円を計上しておりま
す。 
  

  
当社は、稼動資産において
は、継続的に収支の把握を行っ
ている顧客分野、サービス分野
による管理会計上のカテゴリー
をグルーピングの単位とし、遊
休資産については、各資産をグ
ルーピングの単位としておりま
す。 
上記の資産は、遊休状態にあ
り将来の用途が定まっていない
ため、各々の帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少額
(8,064千円)を減損損失として
特別損失に計上しております。
その内訳は、土地6,500千円及
び電話加入権1,564千円であり
ます。 
なお、回収可能価額は正味
売却価額により測定してお
り、取引事例価額等を基礎と
して評価しております。 

用途 種類 場所 

遊休
土地 東京都北区 

電話加入権 
15回線 

― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ６ 減価償却実施額 
有形固定資産 9,966千円
無形固定資産 3,101千円

 ６ 減価償却実施額
有形固定資産 9,413千円
無形固定資産 20,964千円

６ 減価償却実施額 
有形固定資産 21,177千円
無形固定資産 10,941千円



  
(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金 
及び預金勘定 

2,289,007千円

取得日から 
３ヵ月以内に 
満期日又は 
償還日の到来 
するCP等 

299,631千円

現金及び 
現金同等物 

2,588,639千円

１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金 
及び預金勘定 

1,936,657千円

取得日から 
３ヵ月以内に 
満期日又は 
償還日の到来 
するCP等 

99,937千円

現金及び 
現金同等物 

2,036,595千円

１ 現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金
及び預金勘定 

2,428,062千円

現金及び
現金同等物 

2,428,062千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 
１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 
  工具、器具 

及び備品 
取得価額相当額 103,381千円
減価償却 
  
累計額相当額 

61,991千円

中間期末残高 
相当額 

41,390千円

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  工具、
器具及
び備品 

（千円） 

ソフト
ウェア 
  
（千円） 

合計 
  
（千円） 

取得価
額 
相当額 

70,557 2,207 72,765 

減価償
却累計
額 
相当額 

31,530 783 32,314 

中間期
末 
残高 
相当額 

39,027 1,423 40,450 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  工具、器具 

及び備品 

取得価額相当額 83,479千円

減価償却 

累計額相当額 
54,042千円

期末残高 

相当額 
29,436千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 24,173千円

１年超 17,662千円

合計 41,836千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 21,061千円

１年超 19,721千円

合計 40,782千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 20,706千円

１年超 12,308千円

合計 33,014千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 19,839千円

減価償却費相当額 19,275千円

支払利息相当額 433千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 12,841千円

減価償却費相当額 12,504千円

支払利息相当額 331千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 35,224千円

減価償却費相当額 34,231千円

支払利息相当額 753千円

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  …リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  …同左 

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  …同左 

 ・利息相当額の算定方法 

  …リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については利息法によっ

ております。 

 ・利息相当額の算定方法 

  …同左 

 ・利息相当額の算定方法 

  …同左 



(有価証券関係) 

  

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

取得原価

(千円) 

中間貸借 
対照表 
計上額 
(千円) 

差額 

(千円) 

取得原価

(千円) 

中間貸借
対照表 
計上額 
(千円) 

差額 

(千円) 

取得原価 

(千円) 

貸借 
対照表 
計上額 
(千円) 

差額 

(千円) 

その他有価証券      

① 株式 46,588 118,587 71,998 151,447 366,298 214,850 46,588 144,422 97,834

② その他 71,446 76,966 5,519 58,384 63,196 4,812 66,852 73,148 6,296

計 118,035 195,553 77,518 209,831 429,494 219,663 113,440 217,571 104,130

内容 

前中間会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

その他有価証券  

① 非上場株式 215,750 228,750 215,750

② 社債 45,500 45,500 45,500

③ コマーシャル・ペーパー 99,631 99,937 ―

計 360,881 374,187 261,250



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

  
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、希薄化効果を有している潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 
２ １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額   772円29銭 １株当たり純資産額  814円60銭 １株当たり純資産額  795円68銭 

１株当たり中間純利益   8円80銭 １株当たり中間純利益  30円54銭 １株当たり当期純利益  31円41銭 

  前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(千円) 54,721 184,032 193,018 

普通株主に帰属しない 
金額(千円) 

― ― ― 

普通株式に係る中間 
(当期)純利益(千円) 

54,721 184,032 193,018 

普通株式の 
期中平均株式数(株) 

6,216,987 6,025,562 6,145,692 

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)純利益
の算定に含めなかった潜
在株式の概要 

新株予約権３種類
(新株予約権の数2,906
個)及び旧商法第280条
ノ19に基づく新株引受
権であります。これら
の概要は「新株予約権
等の状況」に記載して
おります。 

新株予約権４種類
(新株予約権の数3,892
個)であります。新株
予約権の概要は「新株
予約権等の状況」に記
載しております。 

新株予約権３種類
(新株予約権の数2,900
個)及び旧商法第280条
ノ19に基づく新株引受
権であります。これら
の概要は「新株予約権
等の状況」に記載して
おります。 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 当社は、平成16年10月19日開催の

取締役会において、商法第211条ノ

３第１項第２号の規定に基づき、自

己株式の取得を決議し、下記のとお

り取得いたしました。 

(2) 取得した株式の種類：普通株式 

(3) 取得した株式の総数 

          ：191,000株 

(4) 取得価額の総額：160,631千円 

(5) 取得日：平成16年11月16日 

(1) 取得の目的： 経済情勢の変化に

対応した機動的な

資本政策を実施す

るため 

(6) 取得方法： 東京証券取引所の

ToSTNeT-2（終値取

引）による買付け 

――――― 当社は、確定拠出年金法の施行に

伴い、平成17年4月に退職給付制度

の改定を実施し、退職一時金制度及

び適格退職年金制度から退職金前払

い制度及び確定拠出年金制度に移行

し、「退職給付制度間の移行等に関

する会計処理」（企業会計基準適用

指針第1号）を適用する予定であり

ます。 

本移行に伴い翌事業年度に特別利

益として 141,308千円計上する見込

みであります。 

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1)  有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第52期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

  
(2) 

  
臨時報告書 

  
企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第２号の２(新株予約
権の発行)の規定に基づくもの 

  
平成17年８月23日 
関東財務局長に提出。 

  
(3) 

  
臨時報告書の訂正報
告書 

  
平成17年８月23日提出の臨時報告書
(企業内容等の開示に関する内閣府
令第19条第２項第２号の２の規定に
基づくストックオプション制度に伴
う新株予約権発行)に係る訂正報告
書 

  

  
平成17年８月31日 
関東財務局長に提出。 

            
          



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

ティーディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているティー

ディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第52期事業年度の

中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ティーディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成16年12月21日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  村  上  眞  治  印 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  中  桐  光  康  印 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

ティーディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているティー

ディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第53期事業年度の

中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ティーディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成17年12月21日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  村  上  眞  治  印 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  中  桐  光  康  印 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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